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研究要旨  

【背景と目的】国や市町村の高齢者保健の地域診断結果をデータや地図でわかりやすく「見

える化」する動きが活発になっている。それらデータを効果的に活用して、多職種や住民

との連携を進め地域づくり型の介護予防施策を推進する活動をJAGESの参加市町村と研究

者とのタイアップにより進め、グッドプラクティスを収集し、量的に評価し、今後の量的

評価のためのポイントを整理することである。  

【方法】本年度各業務担当者から報告された各市町村との連携による活動事例を質的に評

価した。  

【結果】JAGES参加32市町村のうち、15の市町村において、各市町村担当の研究者と市町

村の担当者のタイアップによるデータの活用を開始し、集まった事例を質的に評価した。  

【結論】見える化データの活用により、地域格差や所得間格差が明確となり、課題抽出、

関係者・多職種・住民組織との課題共有、事業の計画・立案・事業案の提示・交渉等の行

政プロセスへの活用、介入効果の評価等に有効である可能性が示された。また、データの

提示だけでは市町村での活用は進みづらいなどの課題が見出された。  

 

A. 研究背景と目的  

＜背景＞  

国や市町村の高齢者保健の状況や地域診断

結果をデータや地図でわかりやすく「見える

化」して、データに基づく介護予防対策に生

かそうとする試みが始まっている。しかし、

そうした情報を実際の対策に活かすための現

場ノウハウは少なく、特に地域づくり型事業

に不可欠な多部門連携の場での活用経験は乏

しい。介護予防には、貧困層や男性独居世帯、

都市の商業地区など、ハイリスクであるがア

プローチが困難な地域や集団への働きかけの

手段が不足している。また、詳細に見える化

されたデータも、結果をフィードバックする

だけではなかなか活用されづらく、その受け

皿として多部門連携の枠組みやそこでの運用

ガイドラインが必要である。  

＜目的＞  

そこで本研究は、申請者らが 10 万人規模の

縦断疫学研究の結果をベースとして開発した



地域診断ツール：JAGES-HEART や、厚労省

の「見える化事業」による地域診断データを

活用して地域づくり型の健康増進と健康格差

対策を進めるための実践的エビデンスを提供

することを目的とした。多様な特性を持つ全

国の調査参加市町村との密接な協力体制のも

と、地域診断から介護予防施策の計画立案・

実施・評価までのプロセスをパッケージ化す

ることで、本格的な普及のための足掛かりを

作ることを目指す。  

本分担研究では、JAGES 参加 32 市町村

（2013 年度調査に参加した 30 市町村および

2010 年度調査に参加した市町村のうち 2 市町

村）のうち、一部の市町村に対して、その業

務を学術的に支援する担当研究者を指定し、

市町村担当者と研究者とのタイアップにより、

グッドプラクティスづくりを進める。  

本報告では、本年度、事例づくりが進んだ

市町村における運用状況をサマリーし、多様

な市町村の特性に配慮しつつ、普遍的なデー

タ活用による地域づくり型の介護予防の推進

のあり方を検討する今後の作業のための資料

を提供する。  

 

B. 研究計画・方法  

＜市町村支援の方法＞  

 図2に、市町村におけるデータ活用と介護予

防のマネジメントの支援との枠組みを示した。

JAGES参加32市町村それぞれに対して、研究

者がそのサポートを担当する。JAGES－HEA

RT (鈴木佳代  et al., 2014)などの地域診断の

データの活用、そのデータを基にした、多部

署連携、事業の企画立案とその評価といった

事業のPlan-Do-Check-Act (PDCA)のマネジメ

ントについて、各市町村の特色を考慮に入れ

つつそれぞれのアイデアで支援を進める。研

究者は、データ活用のノウハウを提供したり、

更なる地域診断ツールを提供したり、多部署

連携のファシリテーションなどの支援を行う。 

 市町村は、研究者からの支援を受けつつ、

自立して介護予防における健康格差対策やP

DCAのマネジメントサイクルの推進、多部署

や住民との連携によるまちづくり型介護予防

の推進、を行う。  

これらを通して、市町村の保健師において

は、職務上の人間関係から得られる様々な資

源、すなわち個人レベルのソーシャル・キャ

ピタルや施策化能力の育成がなされ、また職

務が円滑に進むことにより自己効力感やメン

タルヘルスの向上などが期待される。  

 

（倫理面の配慮） 

本研究のプロトコルは東京大学医学部倫理

審査委員会の承認を得た（審査番号10555）。 

 

C．結果  

 2014年度中に、JAGES参加32市町村のうち、

15の市町村において、各市町村担当の研究者

と市町村の担当者のタイアップによるデータ

の活用を開始した。また、それ以外の一部の

市町村では今後のタイアップに向けた担当者

との調整を次年度以降、行う予定となってい

る。  

 表1に、各市町村における進捗状況をまとめ

た。JAGES調査の参加自治体ではないが、JA

GES研究班が進めている厚生労働省生活圏域

ニーズ調査データに基づく地域診断のプロジ

ェクトに参加している北海道余市町でも、地

域診断データを用いて類似の取り組みを行っ

たので、合わせて報告する。  

 なお、神戸市と御船町に関しては2013-2015

 厚生労働科学研究費補助金（健康危機管理総

合研究事業）「ソーシャル・キャピタルの概

念に基づく多部門連携による地域保健基盤形

成に関する研究（代表：近藤尚己）」により

市町村との連携作業を行っているため、本研



究班では、両市町の事例については、他の市

町村の事例と比較する形で活用する。  

 

D. 考察  

市町村の規模や地域特性にかかわらず、JA

GESの地域診断データの有効性として、以下

の可能性が示された。  

 

１． 健康や介護リスク、そのためのプロセス

指標（閉じこもり、交流頻度、地域の交

流資源量など）の地域格差や所得間格差

が明確となる  

２． 市町村の高齢者保健の課題抽出が容易

になる  

３． 関係者・多職種・住民組織との課題共有  

４． 事業の計画・立案・事業案の提示・交渉

等の行政プロセスに有用  

５． 介入効果の評価に有用  

 

また、塗り分け図や棒グラフ、要介護リスク

の大きさを色分けした一覧表など、視覚的に

わかりやすい資料の効果として、  

 

１． 資料を利用するものの関心をひきやす

い  

２． 理解しやすく、議論が活発になりやすい  

３． 専門家ではない多部署や住民を対象と

して用いるとき、特に有効  

 

などが考えられた。  

 

また、地域診断データの活用に関する課題

としては以下が考えられた。  

 

１． 「報告書」やウェブ画面上での提示など、

提示の方法によらず、データを提供する

だけでは十分活用されにくい  

２． 特に、多くの指標がある場合、そのすべ

てを検討している時間的・心理的コスト

が高い  

３． データの誤った解釈を避けるため、年齢

調整やサンプリングウェイトの適用な

ど、比較可能性を担保するための加工を、

データ提供者側が確実に行うことが必

要  

４． また、それら統計的手法の意義について、

データ利用者に丁寧に説明することが

必要  

 

などである。  

 

E. 研究発表  

1. 論文発表  

 特になし：  

2. 学会発表  

 特になし  

 

F. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む）  

1. 特許取得  

 特になし  

2. 実用新案登録  

 特になし  

3. その他  

特になし  

 



 

図図2 市町村市町村におけるデータ活用と介護予防のマネジメント
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支援との枠組み
 

の枠組み 



表1 2014年度のJAGES参加市町村におけるデータ活用による介護予防施策の推進状況 

 

市町村

名 

担当 特徴 状況 

兵庫県

神戸市  

近藤

尚己  

大都市  JAGES地域診断データをもとに、市内の行政区担当保健師や事務

職員との合同研究会を複数回実施。2015年度以降に重点的に住民

主体の通いの場（介護予防サロン・介護予防カフェ）の設置を進

める4地域を選定した。都市デザイン担当部署等の多部署との連

携会議を2014年度にスタートさせ、介護予防に関する広報「介護

予防未来新聞」へ多部署の関連事業の掲載を積極的に進めるなど

の協働活動が進んでいる（参考資料１、７）。  

熊本県

御船町  

近藤

尚己  

農村・

中山間

地  

JAGES地域診断データをもとに、防災や観光など、介護・保健以

外の多くの部署が参加する介護予防のための「地域包括ケア推進

会議」を2014年度より定例化。過疎地の水越地区で、各課乗り入

れによる廃校施設の活用によるまちおこし+高齢者の閉じこもり

対策が開始。第6次介護保険事業計画に閉じこもりの地域間格差

の長期・短期の目標値を設定。2015年度には民間組織を含め協議

体設立を予定（参考資料2）。  

愛知県

大府市  

近藤

克則  

中規模

都市  

JAGES地域診断データが良好であったことから、その要因分析

を、グループインタビュー等で進め、研究者と市の担当者、住民

組織のタイアップによるによる検討を進めた。更なる介護予防の

施策のための追加分析の方向性を検討。ウォーキング、歩道整備、

児童老人福祉センター利用に着目した分析から進める計画を立

案した。  

愛知県

東海市  

尾島

俊之  

中規模

都市  

東海市で以前より進められている交流施設「健康交流の家」事業

の効果を、行政・地域住民と研究者とのタイアップにより、JAG

ESデータ等を用いて推進している。JAGESデータを用いた詳細

な地域診断に加え、同事業の評価のための調査を一般住民やボラ

ンティア等に行った。その結果、利用者がより社会的に活発であ

り転倒歴が少ないなどの傾向がみられ、更なる評価を進めている

（参考資料3）。  

宮城県

岩沼市  

相田

潤  

震災被

災地  

JAGESデータを活用して分析した地域環境と健康との関連に関

する分析結果を基に、市の担当者らとの検討会を実施した。買い

物が不便で食生活が比較的悪い地域や、独居が多く電球交換など

の日常的な手伝いが必要な地域が明らかになり、こうした情報が

共有された。今後の対策に活用されていくと考えられた。復興に

向けて、こうした取り組みを継続的に続けていく仕組みの確立を

目指す。  



愛知県

豊橋市  

斉藤

雅茂  

中規模

都市  

研究チームと行政、社会福祉協議会、地域包括支援センターの四

者による共同研究会を3回開催した。JAGES調査データに加えて、

行政が保有する介護予防チェックリストデータ、社会福祉協議会

で取り組まれている独居高齢者への見守り活動と介護予防サロ

ン事業のデータを統合して、地域課題の抽出を試みた。共同研究

会を通じて、豊橋市における自主運営介護予防サロン事業が市内

全域まではカバーしきれていないこと、独居高齢者への見守り活

動が本来サービスを提供すべき人々に必ずしも届いていないこ

となどの実践課題が共有された。地域診断システムの活用にむけ

た勉強会では、その活用に向けた課題が浮き彫りになった。共同

研究会を今後も継続予定。  

大雪広域

連合（北

海道東川

町・東神

楽町・美

瑛町）  

鵜川

重和  

寒冷

地・農

村  

JAGES地域診断データを提供し、研究者らによる説明を行い、広

く要望等を収集した。その結果、課題として、  JAGES-HEART

による結果の見える化は、介護保険計画作成に有用であるとの評

価を得た一方で、それだけでは実際の政策活用、新たな介護予防

策の実施、評価には至らない可能性が示唆された。今後は行政・

大学が協働して問題点の把握と対策を検討する必要があると認

識され、更なる連携を深めていく予定となった。  

（千葉

県柏市） 

羽田

明  

中規模

都市・

介護予

防先進

地  

東京大学高齢社会総合研究機構との協力体制がとられている市

町村である。同機構の研究者をJAGES研究会議に招へいし、同機

構の保有するデータ（国保レセプトなど）の内容やその活用案に

ついて、意見交換とアイデア出しを行った。2015年度以降、市の

担当者も交えた連携体制を広げ、JAGESデータとレセプトデータ

などの業務関連の大規模データを個人単位でリンケージさせて

詳細に地域診断や介護予防サービスの需要予測などの可能性を

探る。  

愛知県

名古屋

市  

斎藤

民  

大都

市・大

規模団

地  

大規模団地における高齢者の孤立防止を目的として、同市緑区の

鳴子団地において、緑区社会福祉協議会では、緑区役所、緑保健

所、NPO、地域住民とJAGESグループ研究者らとの連携により、

65歳以上高齢者全数に調査を実施した。その結果をもとに孤立防

止事業内容の検討を進め、2013年10月から現在まで、団地内にお

いて毎週1回「土曜サロン鳴子」が開催されている。同住宅居住

者の特徴を調べるためにJAGES2013データを分析して名古屋市

における公的賃貸住宅居住高齢者の健康等リスクについて、その

他住宅に居住する高齢者との比較をした。その結果からは、サロ

ン活動に加え、さらに生活習慣の改善や低所得高齢者への重点的

対応を加えることが効果的な可能性が示唆された。引き続き連携

を継続する予定。  



愛知県

武豊町  

竹田

徳則  

中規模

都市・

農村  

同町では「憩いのサロン」事業の科学的評価を目的として、本研

究班発足以前より研究者とのタイアップが行われている。サロン

運営のための住民ボランティアの育成のための効果的な研修の

あり方の量的・質的検討を研究者と町の担当者とが連携して進め

ている。  

長崎県

松浦市  

山谷

麻由

美  

遠隔

地・農

漁業  

長崎県松浦市は、地域ケア会議や住民に対して、JAGESが提供す

る介護予防Webアトラス等を活用した地域診断により明らかにな

った地区ごとの健康課題を示し共有・検討した。地域ケア会議で

は、地域診断結果から、健康課題の共有、目標の設定、課題に対

する支援策の検討を行い、第6期介護保険事業計画策定への提案

を行った。住民を対象とした検討会でも積極的に見える化したデ

ータを活用し、住民が地区の実情を把握し将来の地区のあり方に

ついて意見を持つことにつながった。介護予防の重点地区の選定

においても根拠のある説明資料となっており、介護予防サポータ

ーによる高齢者の集いの場「お寄りまっせ」の活動が見える化デ

ータにより実現した。高齢者のニーズに沿った支援策を考えるた

め、また住民への説明の点でも「見える化」ツールである介護予

防Webアトラスは活用可能性が高いと考えられた。  

沖縄県

南城市  

等々

力英

美  

島しょ

地  

地域における高齢者の介護予防の一つとして食事による行動変

容が重要であるが、従来の方法では持続性の面などからみて十分

ではなかった。南城市において、「食育」を学んだ児童 (孫 )から

の「ことば」による働きかけの効果を明らかにする。特に、野菜

摂取量の増加と減塩を目指し、先行地区の事例を基に、地域特有

の状況に合わせたアプローチを行った。食事介入のためのコンテ

ンツとして、食育授業の授業計画、教材作成をおこなった。高齢

者 (祖父母 )への介護予防の継続と地域への認知の実現のために

は、「食育」は有効な手段となる可能性がある。  

沖縄県

今帰仁

村  

白井

ここ

ろ  

島しょ

地・農

村  

沖縄地域特有の地縁・血縁による地域活動の評価と、高齢者の高

次生活機能の自立度との関係について検討した。南城市・今帰仁

村において、高齢者調査のデータならびに行政データを市町村住

民と、市町村行政担当者にフィードバックする試みを通して、今

後の自治体との連携体制のあり方についての検討を行った。沖縄

地域においては、似た者同士が定期的に集う機会となる模合参加

が、高齢者の地域のおける仲間との定期的な交流を助け、居場所

づくりの一つとなっている可能性が示唆された。結果を自治体担

当者と共有し、今後の介護予防施策の実施において、地域に根付

いた既存の組織を活用し、地域支援事業等介護予防施策を展開す

ることの重要性が改めて示唆されたとも考えられるを確認した。 



 

愛知県

半田市

（新規）  

近藤

克則  

中規模

都市  

JAGES研究者の支援のもと、市の保健師が主体となってJAGES

のデータ活用ポータルサイト「介護予防サポートサイト」を活用

して住民ボランティアの養成研修において、地域課題の共有や活

動の振り返りのワークショップ等を実施した。ワークショップの

参加者100人へアンケートをとり、データの活用がボランティア

育成と住民組織との連携に有用であることが示された（参考資料

6）。  

北海道

余市町  

（新規）  

尾島

俊

之・

岡田

栄作  

寒冷地  厚生労働省生活圏域ニーズ調査データの提供を受け、JAGES研究

者が独自に作成した地域診断書を用いて、介護保険事業計画策定

に向けた多職種ワークショップ3回実施した。地域課題は地域と

の対話から認識できるようになり、対話を生むために地域診断書

を活用する方法もあることがわかった。地域の課題をリソースと

つなげることで多様性が生まれ、市町村独自のグッド・プラクテ

ィスができる可能性が示唆された。  

    


